
平成16年4月1日～平成16年9月30日 

大型複合施設“ハービスＥＮＴ”には、エレベータとエスカレータ計１６台が活躍しています。 

第58期 

中間事業報告書  
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株主の皆様へ 

株主の皆様には、ますますご清祥のこととお喜び申し上げます。 

第58期中間期の営業概況と中間決算につきまして、ご報告

申し上げます。 

 

当中間期の世界経済は、好調な米国経済、中国が牽引する

東アジアでの経済成長、欧州の景気回復傾向など、総じて

拡大基調で推移しました。日本は輸出の増加、民間設備投

資の拡大と、企業収益の改善を背景に堅調に回復しました。 

 

昇降機業界におきましては、北米・欧州市場の住宅関係で

回復基調が見られるものの、オフィス向け需要は依然、低迷

いたしました。 

一方、アジアでは、中国市場での住宅向けを中心に旺盛な需

要が続きましたが、その他の地域では景気回復が昇降機需

要にまで波及せず、日本でも厳しい経営環境となりました。 

 

このような中、当社はグローバルな経営資源を最大限に活用

した企業活動に努めましたが、当中間期の連結での受注高

は474億41百万円（前年同期比0.5％減）、売上高は416億

37百万円（同1.6％減）となりました。 

利益面では、営業利益は12億19百万円（同15.0％減）、経常

利益は為替差益の計上もあって15億46百万円（同10.6％増）、

中間純利益は5億13百万円（同54.0％増）となりました。 

単独での受注高は265億66百万円（同6.2％減）、売上高は
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227億42百万円（同

5.2％減）となりまし

たが、グローバルな

資材調達や生産効

率によるコスト削減

に努めた結果、利益

面では、営業利益は

4億1 7百万円（同

13.5％増）、経常利

益は18億70百万円（同11.2％増）、中間純利益は13億29百

万円（同17.4％増）となりました。 

当期の中間配当金につきましては、前中間期と同額の１株当

たり５円とさせていただきました。 

 

さて、今後の昇降機市場も、一段と熾烈な競争が続くものと

予想されますが、今年度からスタートいたしました中期経営

計画“Change & Charge”（変革と前進）の下、更なる利益

創出と社業の発展を期す所存でございます。 

株主の皆様には、今後とも一層のご支援を賜りますようお願

い申し上げます。 

平成16年12月 

Message

取締役社長 
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▲大阪証券取引所ビル 

▲和順病院 

主な活動概況 

東京では、六本木防衛庁跡地再開発

“東京ミッドタウンプロジェクト”

向けにエレベータ18台、臨海新交通

システム「ゆりかもめ」の新駅向けに

エレベータとエスカレータ計25台を

受注しました。横浜では、“横浜メディ

ア・ビジネスセンター”にエレベータ

５台が活躍しています。 

大阪の表玄関・西梅田地区では、

大型複合施設“ハービスＥＮＴ”に

斬新な展望用機種を含むエレベータ

12台とエスカレータ４台を納入。また、関西経済の中枢となる“大阪

証券取引所ビル”では、高速エレベータ６台が活躍しています。 

■ 日本 

■ 東アジア 

香港では、クントン地区の

中心部に大型商業施設

“ミレニアム・シティ５”がオ

ープンし、エスカレータ５６台

が活躍しているのを始め、

ユンロン地区に建つ大規

模高級住宅“ヨーホー・

タウン”ではエレベータと

エスカレータ計２７台が納められています。 

台湾では、台北市の“ミラマー・ショッピングモール”がオープンし、エレ

ベータとエスカレータ計５６台が稼働。また“新光三越 信義新天地

A４館”向けにエレベータとエスカレータ計４５台を受注しました。 

このほか韓国では、全南大学校付属病院“和順病院”が完成し、

エレベータとエスカレータ計２４台が納められています。 
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▲ショー・タワー 

▲バンコク大学 

▲レークサイド・ショッピングセンター 

シンガポールでは、バイオ医

薬研究開発拠点“バイオ

ポリス”にエレベータとエス

カレータ計５３台が活躍。

また、マレーシアの政府関

連施設にエレベータとエス

カレータ計４８台、タイの

“バンコク大学”にエレベータ５台が納められています。インドでは、

最新のコンベンションセンターや、一流オフィスビル向けに、エレベータ

とエスカレータ計３８台を受注しました。 

米国では、ワシントンＤ．Ｃ．の東部郊外に、

“米国国勢調査局”が移転することに

なり、同局の新本部ビル向けに、エレ

ベータ４５台が納められます。 

カナダでは、バンクーバーで屈指の高

さを誇る複合ビル“ショー・タワー”が

完成し、高速エレベータ１１台が活躍

中です。 

一方、アルゼンチン・ブエノスアイレスで

は、市営地下鉄の新駅向けにエスカレータ２３台を受注しています。 

■ 北南米 

英国・ロンドン郊外の大型商業

施設“レークサイド・ショッピング

センター”では、斬新な展望用

エレベータ３台が活躍。また中

東では、サウジアラビアの大型

商業施設“サワリー・モール”

や“コーラル・モール”向けに、

多数のエレベータとエスカレータを受注しています。 

■ 欧州 

■ 南アジア 

Activities
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「上海ＲＤセンター」の起工式を 
盛大に挙行！ 

建設ラッシュが続く中国において、エレベータ・エスカレータに関す

る最先端技術の研究開発を行うため、上海市に「上海富士達電

梯研発有限公司」（上海ＲＤセンター）を設立しました。 

上海市松江工業区の同社敷地内で、１０月２８日、新社屋の起工

式が盛大に挙行されま

した。当日は、中国エレ

ベータ協会・任天笑理

事長を始め、合弁先の

中国紡織品進出口

総公司・趙博雅総裁、

そして内山社長と当社

中国グループ会社社長など約４０名が出席する中、華やかに式典

が執り行われました。 

「上海ＲＤセンター」では、中国の技術者と共に、エレベータやエス

カレータの開発・設計を行うのを始め、上海交通大学などの著名

大学や先進的研究機関との共同研究に取り組むことで、業界最

強の技術力・商品力の実現を目指していきます。 

▲華やかに執り行われた起工式 

▲「上海RDセンター」完成イメージ図 
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Topics

▲「中国国際エレベータ展覧会」会場 

▲カナダの展示会に出展した 
「タロンドライブ方式」エレベータ 

各国の大型展示会で、 
世界初の駆動システムを出展！ 

世界の昇降機メーカーが一堂に会し、最新技術を披露する「中国

国際エレベータ展覧会」が、４月に中国の上海国際展覧センター

にて開催されました。 

フジテックの展示コーナーでは、ロープをベルトで押し付けて昇降

させる世界初の駆動システム「タロンドライブ方式」を採用した

新世代エレベータ〈ベルタ〉を展示。多数の来場者が試乗され、

快適な乗り心地に高い評価を頂きました。 

また６月には、米国のシカゴで開催された「ＡＩＡナショナル・コンベ

ンション＆ＥＸＰＯ」と、カナダのトロントで開

催された「ＢＯＭＡインターナショナル・オフ

ィスビル・ショー」にも、「タロンドライブ方式」

のエレベータを展示し、建設業界関係者

やビル管理者の大きな注目を集めました。 

さらに９月には、カリブ海のプエルトリコで

開催された「アーキテクツ・コンベンション」

にも出展するなど、フジテックのオンリーワン

技術を世界各地で紹介しました。 
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中間連結決算情報 

営業の状況（連結） （平成１６年４月１日～平成１６年９月３０日）［単位：百万円］ 

 エレベータ部門 ４５,８９５ ３９,７５９ ８５,３４７ 

 立体駐車設備部門 １,５４６ １,８７７ １,８６１ 

 合計 ４７,４４１ ４１,６３７ ８７,２０９ 

 受注高 売上高 受注残高 

受注高 

エレベータ部門　９７％ 

立体駐車設備部門　３％ 

受注残高 

エレベータ部門　９８％ 

立体駐車設備部門　２％ 

売上高 

エレベータ部門　９５％ 

立体駐車設備部門　５％ 

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。 
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連結業績の推移  

 売上高（百万円） ４１,６３７ ４２,３２４ ９３,２３７ 

 営業利益（百万円） １,２１９ １,４３６ ３,７３４ 

 経常利益（百万円） １,５４６ １,３９８ ３,６８１ 

 中間（当期）純利益（百万円） ５１３ ３３３ １,３８５ 

 1株当たり中間（当期）純利益（円） ５.４８ ３.５６ １４.２６ 

 総資産（百万円） １０１,３１５ １０５,７６２ １０２,２１３ 

 純資産（百万円） ５３,７７２ ５５,５９５ ５３,８６６ 

 1株当たり純資産（円） ５７４.１０ ５９３.４８ ５７４.５２ 

 研究開発費（百万円） ８２８ ８２１ １,８２２ 

 設備投資（百万円） ６３７ １,７１４ ２,４７６ 

 当中間期 前中間期 前期 
 （平成１６年９月期） （平成１５年９月期） （平成１６年３月期） 

売上高 

営業利益 経常利益 

０ 

１００ 

２００ 

３００ 

４００ 

５００ 億円 

平成１３年 
９月期 

平成１４年 
９月期 

平成１５年 
９月期 

平成１６年 
９月期 

０ 

１０ 

２０ 

３０ 

４０ 億円 

平成１３年 
９月期 

平成１４年 
９月期 

平成１５年 
９月期 

平成１６年 
９月期 

０ 

１０ 

２０ 

３０ 

４０ 億円 

平成１３年 
９月期 

平成１４年 
９月期 

平成１５年 
９月期 

平成１６年 
９月期 

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。 
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中間連結貸借対照表 （平成１６年９月３０日現在）［単位：百万円］ 

科　目 金　額 科　目 金　額 

資産の部 

 流動資産 ６３,５８３ 

 現金及び預金 ２０,６０５ 

 受取手形及び売掛金 ２１,８７６ 

 たな卸資産 １８,８１９ 

 繰延税金資産 ５９６ 

 その他 １,８４０ 

 貸倒引当金 △１５３ 

 

 固定資産 ３７,７３１ 

 有形固定資産 １９,６３３ 

 建物及び構築物 ８,２３７ 

 機械装置及び運搬具 ２,７８１ 

 工具器具及び備品 １,６６２ 

 土地 ６,８２０ 

 建設仮勘定 １３１ 

 無形固定資産 ３,６３６ 

 営業権 １,９６６ 

 借地権 ４８４ 

 その他 １,１８４ 

 投資その他の資産 １４,４６１ 

 投資有価証券 ５,９８９ 

 長期貸付金 ４,１４８ 

 繰延税金資産 １,７４７ 

 その他 ２,８５１ 

 貸倒引当金 △２７４ 

 

 資産合計 １０１,３１５ 

負債の部 

 流動負債 ３４,９９８ 

 支払手形及び買掛金 ９,５８１ 

 短期借入金 ９,９３９ 

 長期借入金（１年以内返済予定） １０ 

 賞与引当金 ３５７ 

 工事損失引当金 １,４３６ 

 前受金 ７,７９３ 

 その他 ５,８７９ 

 

 固定負債 ９,００２ 

 長期借入金 ２,９００ 

 退職給付引当金 ５,８３７ 

 役員退職慰労引当金 １９３ 

 その他 ７０ 

 

 負債合計 ４４,０００ 

 
 少数株主持分 ３,５４２ 

 

資本の部 

 資本金 １２,５３３ 

 資本剰余金 １４,５６５ 

 利益剰余金 ４０,３１８ 

 その他有価証券評価差額金 ７３５ 

 為替換算調整勘定 △１４,３０７ 

 自己株式 △７３ 

 

 資本合計 ５３,７７２ 

 

 
 負債、少数株主持分 
 及び資本合計 １０１,３１５ 

（注）１.当中間期の連結子会社は１２社であり、持分法適用会社はありません。 
 ２.記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。 
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中間連結損益計算書 （平成１６年４月１日～平成１６年９月３０日）［単位：百万円］ 

科　目 金　額 

　売上高 ４１,６３７ 
　 売上原価 ３２,４４７ 
　 販売費及び一般管理費 ７,９６９ 
　営業利益 １,２１９ 
　 営業外収益 ４５６ 
　 営業外費用 １３０ 
　経常利益 １,５４６ 
　 特別利益 ２ 
　 特別損失 ４５ 
　税金等調整前中間純利益 １,５０３ 
　 法人税、住民税及び事業税 ５００ 
　 法人税等調整額 ３１３ 
　 少数株主利益 １７６ 
 
　中間純利益 ５１３ 

中間連結剰余金計算書 （平成１６年４月１日～平成１６年９月３０日）［単位：百万円］ 

資本剰余金の部 
　資本剰余金期首残高 １４,５６５ 
　資本剰余金中間期末残高 １４,５６５ 
 
利益剰余金の部 
　利益剰余金期首残高 ４０,３２３ 
　利益剰余金増加高 ５１３ 
　利益剰余金減少高 ５１７ 
 
　利益剰余金中間期末残高 ４０,３１８ 

中間連結キャッシュ・フロー計算書 （平成１６年４月１日～平成１６年９月３０日）［単位：百万円］ 

　営業活動によるキャッシュ・フロー １,５３４ 
　投資活動によるキャッシュ・フロー △４,７３５ 
　財務活動によるキャッシュ・フロー △７３９ 
　現金及び現金同等物に係る換算差額 ３５ 
　現金及び現金同等物の増・減（△）額 △３,９０４ 
　現金及び現金同等物の期首残高 １５,７３７ 
　現金及び現金同等物の中間期末残高 １１,８３２ 

科　目 金　額 

科　目 金　額 

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。 

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。 

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。 
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中間単独決算情報 

中間貸借対照表 （平成１６年９月３０日現在）［単位：百万円］ 

科　目 金　額 科　目 金　額 

資産の部 

 流動資産 ２４,６６７ 

 現金及び預金 ８８７ 

 受取手形及び売掛金 １０,５２８ 

 たな卸資産 １２,２１８ 

 繰延税金資産 ３７３ 

 その他 ７１８ 

 貸倒引当金 △６０ 

 

 固定資産 ４９,４７９ 

 有形固定資産 １３,９２５ 

 建物及び構築物 ４,３８８ 

 土地 ６,５２９ 

 その他 ３,００７ 

 無形固定資産 ６５０ 

 投資その他の資産 ３４,９０４ 

 投資有価証券 ５,１２５ 

 関係会社株式 １７,３８５ 

 関係会社出資金 ２,９８０ 

 長期貸付金 ５,０９１ 

 繰延税金資産 ２,６９５ 

 その他 ２,３８４ 

 貸倒引当金 △７５８ 

 

 資産合計 ７４,１４７ 

負債の部 

 流動負債 １７,７３９ 

 支払手形 １,６７５ 

 買掛金 ４,７２３ 

 短期借入金 ５,７００ 

 前受金 ３,１７５ 

 その他 ２,４６３ 

 

 固定負債 ８,６１４ 

 長期借入金 ２,９００ 

 退職給付引当金 ５,５１０ 

 その他 ２０３ 

 

 負債合計 ２６,３５３ 

 

 

資本の部 

 資本金 １２,５３３ 

 資本剰余金 １４,５６５ 

 利益剰余金 ２０,０３１ 

 その他有価証券評価差額金 ７３６ 

 自己株式 △７３ 

 資本合計 ４７,７９３ 

 負債・資本合計 ７４,１４７ 

（注）1.関係会社に対する金銭債権債務 
  短期金銭債権 １,１７２百万円 
  長期金銭債権　 ９７０百万円 
  短期金銭債務 １８４百万円 
 2.有形固定資産の減価償却累計額　 １４,６１４百万円 
 3.保証債務　 ４,０７７百万円 
 4.記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。 
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中間損益計算書 （平成１６年４月１日～平成１６年９月３０日）［単位：百万円］ 

科　目 金　額 

　売上高 ２２,７４２ 

　 売上原価 １７,１７８ 

　 販売費及び一般管理費 ５,１４６ 

　営業利益 ４１７ 

　 営業外収益 １,７２１ 

　 営業外費用 ２６７ 

　経常利益 １,８７０ 

　 特別利益 ２ 

　 特別損失 ３３ 

　税引前中間純利益 １,８３９ 

　 法人税、住民税及び事業税 １９８ 

　 法人税等調整額 ３１２ 

 

　中間純利益 １,３２９ 

 

　前期繰越利益 ４,１４３ 

 

　中間未処分利益 ５,４７３ 

業績の推移  

 売上高（百万円） ２２,７４２ ２３,９９１ ５３,７２５ 

 エレベータ部門（百万円） ２０,８６４ ２２,１７６ ４９,５８１ 

 立体駐車設備部門（百万円） １,８７７ １,８１４ ４,１４３ 

 輸出比率（％） ８.９ １０.４ ９.７ 

 営業利益（百万円） ４１７ ３６７ １,７７５ 

 経常利益（百万円） １,８７０ １,６８２ ３,００５ 

 中間（当期）純利益（百万円） １,３２９ １,１３２ １,９１７ 

 1株当たり中間（当期）純利益（円） １４.２０ １２.０９ ２０.００ 

 当中間期 前中間期 前期 
 （平成１６年９月期） （平成１５年９月期） （平成１６年３月期） 

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。 

（注）1.関係会社に対する売上高 １,８９２百万円 
 2.関係会社よりの仕入高 ３１４百万円 
 3.関係会社との営業取引以外の取引高 １,５２６百万円 
 4.1株当たり中間純利益 １４円２０銭 
 5.記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。 
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企業データ（平成１６年９月３０日現在） 

■会社の概況 

設　立 昭和２３年２月９日 

資本金 １２５億３,３９３万円 

 タイワン 富士達股　有限公司  

 コリア FUJITEC KOREA CO., LTD. 

東アジア本社 ホンコン FUJITEC (HK) CO., LTD. 

北 米 本 社  アメリカ FUJITEC AMERICA, INC.

南 米 本 社  ベネズエラ FUJITEC VENEZUELA C.A. 

 カナダ FUJITEC CANADA, INC. 

 グアム FUJITEC PACIFIC, INC.

日 本 本 社  大阪府茨木市庄１丁目２８-１０ TEL(０７２)６２２-８１５１ 

 東京支社 東京都品川区大崎１丁目１１-２ TEL(０３)５７４０-６００１ 

 大阪支社 大阪市浪速区難波中２丁目１０-７０ TEL(０６)６６３６-５９００ 

欧 州 本 社  ドイツ FUJITEC DEUTSCHLAND GmbH

 イギリス FUJITEC UK LTD. 

 サウジアラビア FUJITEC SAUDI ARABIA CO., LTD. 

 エジプト FUJITEC EGYPT CO., LTD. 

 アラブ首長国連邦 FUJITEC UAE

南アジア本社 シンガポール FUJITEC SINGAPORE CORPN. LTD.

 フィリピン FUJITEC, INC. 

 マレーシア FUJITEC (MALAYSIA) SDN. BHD. 

 タイ FUJITEC THAILAND 

 インドネシア P.T. FUJITEC INDONESIA 

 インド FUJITEC INDIA 

 アルゼンチン FUJITEC ARGENTINA S.A. 

 ウルグアイ FUJITEC URUGUAY

中 国 本 社  中国 華昇富士達電梯有限公司 

 中国 上海華昇富士達扶梯有限公司 

 中国 上海富士達電梯研発有限公司 

 中国 FUJITEC CHINA

フジテック・グループ 
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■役員 

■株式の状況 

発行済株式の総数 ９３,７６７,３１７株 

株主数 ６,０９５名 

上場証券取引所 東京証券取引所、大阪証券取引所、 

 ルクセンブルグ証券取引所 

大株主 

 代表取締役会長 大谷　謙治 

 代表取締役社長 内山　高一 

 取　　締　　役 住本　　彰 

 取　　締　　役 河合　正和 

 取　　締　　役 関口 岩太郎  

 取　　締　　役 原田　勝弘 

 取　　締　　役 武田　邦靖 

 監　査　役（常勤） 田矢　友三 

 監　　査　　役 黒石　富久 

 監　　査　　役 門間　　進 

取締役 

監査役 

 株 主 名 持株数（千株） 議決権比率（％） 

 １. 有限会社ウチヤマ・インターナショナル ９,０５６ ９.７０ 

 ２. メロン・バンク・トリーティー・クライアンツ・オムニバス ７,６８０ ８.２３ 

 ３. 日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） ７,６５４ ８.２０ 

 ４. 富士電機ホールディングス株式会社 ５,０８９ ５.４５ 

 ５. 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） ４,３５０ ４.６６ 

 ６. 株式会社りそな銀行 ４,２０３ ４.５０ 

 ７. クレディット・スイス・チューリッヒ ３,０９８ ３.３２ 

 ８. 松下電器産業株式会社 ２,８６７ ３.０７ 

 ９. 株式会社あおぞら銀行 ２,３８８ ２.５６ 

 １０. 株式会社みずほコーポレート銀行 １,９８９ ２.１３ 

Corporate Data



■株式についてのご案内 
決算期 毎年３月３１日 

定時株主総会 毎年６月 

基準日 毎年３月３１日 
  なお、その他必要のある場合は、あらかじめ公告する一定の日 

公告掲載新聞 日本経済新聞 

貸借対照表および損益計算書掲載のホームページアドレス 
  http://www.fujitec.co.jp/kessan/ 

名義書換代理人 東京都港区芝３丁目３３-１ 
  中央三井信託銀行株式会社 

同事務取扱場所 〒５４１-００４１ 
  大阪市中央区北浜２丁目２-２１ 
  中央三井信託銀行株式会社　大阪支店証券代行部 
  TEL（０６）６２０２-７３６１（代表） 

同取次所 中央三井信託銀行株式会社　本店および全国各支店 
  日本証券代行株式会社　本店および全国各支店 

１単元の株式数 １,０００株 

お知らせ 
住所変更、単元未満株式買取請求、名義書換請求及び配当金振込指定に

必要な各用紙のご請求は、名義書換代理人のフリーダイヤル０１２０-８７-２０３１

で２４時間受付しております。 

地球環境保全のため再生紙を使用しています。 

http://www.fujitec.com


